



























特性に着目して ｢原状回復的損害賠償｣ と称されることもあれば, (ド
イツ民法の制度に倣って) 契約不履行によって無駄になった債権者の





(１) 潮見佳男 『新債権総論Ⅰ』 (信山社, 年) 頁以下, 同 『新版注釈




明治学院大学法科大学院ローレビュー号	頁 (年), 金丸義衡 ｢契




号頁 (年), 同 ｢民法	条と無駄になった出費の賠償｣ 新井誠＝
山本敬三編 『ドイツ法の継受と現代日本法 ―ゲルハルト・リース教授退




(日本評論社, 年) 	頁 [荻野奈緒] は, 履行利益が信頼利益を下回
る場合があることを前提に, そのような例外的な場面では原状回復的な損
害賠償の必要性を肯定している｡






















る際に ｢費用賠償｣ という呼称を当て, その費用の賠償が (契約の) 消極
的方向に向けられた原状回復を目的としている損害賠償であるという実質
的目的の側面を強調する際に ｢原状回復的損害賠償｣ という表現を用いて
いる｡ もっとも, それらは重複することもあり, 本文でも述べたように結
局のところ両者は同一のものを意味している｡ なお, ｢原状回復的損害賠
償｣ という表現については, 給付利得法における原状回復との関係で, 両
者を同質に見て ｢原状回復的損害賠償｣ と表現するのはミス・リーディン
グであるとの批判もあるが (松岡久和 ｢原状回復法と損害賠償｣ ジュリス




(３) 内田貴 『契約の再生』 (弘文堂, 		年) 	頁以下, 久須本かおり ｢契
約法理論の再構成を目指して ― 約束理論および信頼理論に対する考察を








号	頁 (		年), 北井辰弥 ｢契約
上の損害賠償における信頼利益の保護 ―イギリス法を中心として―｣ 法
























的展開』 (有斐閣, 年) 	頁以下など｡
(４) ここで言う ｢履行利益賠償のドグマ｣ とは, 債務不履行に基づく損害賠
償は履行利益の賠償を意味し, それがなされることこそが常に損害賠償に
よる債権者利益保護にとっての最適解である (常に履行利益は信頼利益よ
りも大きい) という偏った見方を指す｡ これが原因で, 有効に成立した契
約の不履行を理由にした信頼利益賠償 (あるいは履行利益賠償以外のもの)
を考える必要はないという先入観が無意識のうちに蔓延ってきた｡ これと

























































(６) 契約の有効性を維持する以上, 債務者には給付義務が, そして債権者に
は反対給付義務が存続するところ, 債権者は給付請求 (履行に代わる損害
































































(８) 詳しくは, 上田・前掲注 (７) 頁以下｡ 藤田・前掲注 (１) ｢民法















































用賠償を認める必要が出てくる｡ もっとも, この設例②については, そ
の後に再度宣伝ビラを作り直した場合には, 費用賠償の方法によらずと
も, (無駄になった最初の作成費用ではなく) 後の再作成費用が履行遅



































(９) 賃貸借の場合には, 引渡しが遅れた場合にも, 遅延損害というよりも使
用収益させるという継続的給付の不履行本体を問題にすればよいというこ


































なお, 同条に関して詳細は, 上田・前掲注 (７) 
頁以下を参照され
たい｡
() ドイツ学説の通説によれば, 条は, ｢不給付｣ (給付の提供がな
かった場合) に限らず, あらゆる種類の義務違反に適用可能であるとされ


















言から解釈される立法者意思 (すなわち, 契約が終局的に挫折し, 債権
者がその請求権の解消を決定する場合にのみ費用賠償を認めることを意




















































































() 不完全給付についても同様に, は, 給付に代わる損害賠償請求








































() 詳しくは, 上田・前掲注 () 頁以下を参照｡
(	)   !"!#$!#$%&		













































































｡ そして, 問題となっている契約が, 相対的な定期行為なの
か, あるいは単なる履行期の設定に過ぎないのかは, (契約) 当事者に
よる合意に決定的に依存している｡ 明確な合意がなされていなかった場
合には, 当事者の利益および終局的には補充的契約解釈を通して決定さ














































































() &&(&(#&)$&&なお, は, 契約の有効性を維持
したまま代金減額請求をする場合にも, その割合に応じて	
条に
基づく費用賠償を認めている｡ すなわち, 代金減額の場合には, 例えば,
売買代金の)を差し引かれた場合でも, (支出が無駄になった限りにお
いては) その資金調達コストの)の賠償を求めることができるとしてい












































































































































































であるが, それは完全なる積極的利益 (給付に代わる損害賠償) に相当






























































































































































の交換価値を含まない ｢小さな損害賠償｣ としての ｢遅延損害の賠償に

















































賠償 (①) とは切り離して二元的に把握した場合には, 給付に代わ
る損害賠償 (①) と契約挫折型の費用賠償 (①) が代替的関係に,




したがって, 遅滞責任としての費用賠償 (②) を受けたとしても,
後に適切な給付が提供されなかった場合には, 債権者はそれに加えて給
付に代わる損害賠償 (①) も求めることができる｡ また同じく遅滞
責任としての費用賠償 (②)を受けた後に適切な給付が提供されなかっ












較的理解しやすい｡ 注意しなければならないのは, 不完全履行 (瑕疵あ
る給付) に基づく固定費用の賠償 (②) と選択的関係にあるのも,




















































































上田・前掲注 (７) 頁以下を参照)｡ また, 少なくとも債務法改正前は



























































































































するものとして, 福田清明 ｢費用賠償請求権について ―債務不履行に基
づく損害賠償のもう一つの可能性｣ 円谷＝松尾編 『損害賠償法の軌跡と展









そのときに信頼利益賠償の責任原因は ｢契約債務の不履行｣ なのか, 信義
的な損害賠償を実現できるスキームがもし本当に求められているとする
ならば, それを受け容れられる最適な理論モデルとは何か｡ さらに研究
を深めていきたい｡
遅滞責任としての費用賠償の可否とその特異性 (上田)()
則上の義務なのかという疑問は出てくる｡ 不履行によって発生する二つの
責任規範の関係性をどのように説明するのかも課題であろう｡
